顧客エンゲージメント概念の検証 -構成要素，先行要因，および結果要因の探求- by 神田,正樹
――





Validation of Customer Engagement Construct:
Exploration of the Components, Antecedents, and Consequences
博士後期課程 商学専攻 2017年度入学



































値を提供する（Becker et al. 2014）ものである。そして，エンゲージされた顧客は，通常企業が
行うマーケティング機能（e.g. ブランドのプロモーション，製品のアイデア提案，顧客の獲得・維

































（Schaufeli et al. 2002），「ワーク・エンゲージメント」の定義，（Maslach, Schaufeli and Leiter,
2001），「従業員エンゲージメント」の定義（Sacks 2006）が存在する。


























ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度（Schaufeli and Bakker 2003）が存在する。この尺
度は，ワーク・エンゲージメントの定義に基づいて，「活力」，「熱意」，「没頭」の 3 次元から構成
される17項目で構成される。また，9 項目からなる簡易版も存在し，21カ国で使用可能であり，国





がある（Becker et al. 2014）とされる。
最初の学術的な定義として，Van Doorn et al.（2010）は，エンゲージメントの行動の焦点を強
調し，「顧客エンゲージメント行動は，取引を超えたもので，動機的な駆動要因に起因し，購買を
超えたブランドや企業に焦点をおいた顧客の行動上の表出である」（p.254）と定義している。対照












定の「顧客エンゲージメント行動」に注目している Van Doorn et al.（2010）の概念の範囲を超え
て広がっていることを指摘している。また，Brodie et al.（2011）は，CE の関係のある結果要因
には，「コミットメント（commitment）」，「信頼（trust）」，「自己とブランドの結びつき（self-
















表 1 は，主要な顧客エンゲージメントの既存研究の定義と研究区分の概要である。表 1 が示す
ように顧客エンゲージメントは，定義が明確に確立されておらず，その構成要素には，さまざまな
次元が存在する（神田 2017）。本稿では，顧客エンゲージメントを既存研究の共通理解と上述し

























研究 研究タイプ 区分 定義 次元
Patterson et al (2006) 概念的 取引／非取引 サービス組織とのリレー ションシップにおける顧客 多次元
態度／行動 の身体的、認知的および感情的な存在のレベル 1 (認知的）没頭 2(感情的）熱意
3 (行動的）活力 4相互作用
Bowden(2009) 概念的 取引／非取引 サービスブランドの新規顧客に対する顧客ロイヤル 多次元
態度／行動 ティの形成メカニズムと、 サービスブランドの再購入 1認知的 2感情的 3行動的
顧客化すに対る心す理るロ的イプヤロルセティの維持メカニズムをモデ
ル ス
Van Doorn et al (2010) 概念的 非取引 取引を超えたもので動機的な駆動要因に起因し． 単次元 （行動）
行動 購買を超えたブランド．または企業に焦点をおいた 1誘発性 2形式 3範囲
顧客の行動上の表出 4性質 5顧客の目標
Brodie et al (2011) 概念的 非取引 焦点のサービスリレー ションシップにおいて，焦点の 多次元
態度／行動 エージェント／対象（ブランド）とのインタラクティブで 1認知的 2感情的 3行動的
共創的な顧客経験によって起こる心理的状態
Hollebeek (2011) 概念的 非取引 特定の認知的，感情的，行動的な活動のレベルに 多次元
態度／行動 よって特徴づけられる動機的なブランド関連の文脈 1認知的 2感情的 3行動的
依存的な心理状態
Vivek et al (2012) 概念的 取引／非取引 顧客または組織のいずれかが主導する，組織の提 多次元
態度／行動 供物，または組織的活動への個人の参加の強さと 1認知的 2感情的 3行動的
つながりの強さ 4社会的
Brodie et al (2013) 実証的 非取引 ダイナミックでインタラクティブなエンゲージメント・プ 多次元
態度／行動 ロセス内で起こる変動する強度レベルによって特徴 1認知的 2感情的 3行動的
づけられる、文脈に依存した心理状態
Kumar and Pansari (2016) 実証的 取引／非取引 顧客と顧客の間．顧客と従業員の間および企業 単次元 （行動）














（Lusch and Nambisan 2015）。したがって，企業がマーケティング活動において，顧客の資源に
作用して顧客の所有する資源を活用することは，企業の持続的競争優位の源泉となると示唆される。
本稿では，社会心理学の「ワーク・エンゲージメント」で最も多く用いられている「仕事の要求
















































スージアズム」の 4 つの下位概念の測定項目は，So et al.（2014，2016）および，Vivek（2009）
の研究を参考とし，各構成要素に対して 3～4 項目を特定した。また，日本語化にあたっては，日
本版ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度（Shimazu et al. 2008）を参考とした。「心理的
オーナーシップ」概念に関しては，マーケティング研究において概念化が未確立のため，社会心理










調査 1 は，事前テストとして，2018年 1 月16日から23日に，大学生，大学院生，およびビジネ





















各項目の平均値および標準偏差の結果は，表 2 の通りである。統計ソフトは，IBM 社の SPSS
ver. 25を使用した。平均値に標準偏差を加えた値が 7 を超えないか（天井効果），平均値から標準





構成概念の妥当性の確認については，先行研究（So et al. 2014久保田 2012）の手順を参考
とした。最初に，内部一貫性の確認について，信頼性としてクロンバックの a 係数を使用した。
各概念を構成する項目ごとに a 係数を求めて，その値が .70以上であることを基準（Hair et al.
2010）に検討した。「関与」については .696であるが，それ以外すべての項目について基準をみた
概念 項目 最小値 最大値 平均値標準偏差 信頼性(ct)
アブソープシ ョン ABS1 1 5 2 1 1 03 857 
ABS2 1 5 2 62 1 34 
ABS3 5 2 25 1 19 
アイデンティフィ IDF1 5 2 78 1 33 857 
ケー ション IDF2 5 2 45 1 22 
IDF3 5 2 40 1 26 
アテンション ATT1 5 3 40 1 08 868 
ATT2 5 3 24 1 19 
ATT3 5 3 54 1 07 
エンスージアズム ENS1 5 3 59 1 10 744 
ENS2 5 3 56 1 04 
ENS3 5 2 92 1 35 
ENS4 5 3 02 1 22 
心理的オーナーシップ POW1 5 3 19 1 03 864 
POW2 5 3 20 1 12 
POW3 5 2 95 1 05 
POW4 1 5 2 71 1 10 
関与 INV1 2 7 5 64 0 97 696 
INV2 7 5 17 1 44 
INV3 7 5 37 1 53 
ロイヤルティ RET1 6 27 1 17 801 
REF1 7 5 24 1 48 
REF2 7 5 12 1 34 
――
表．測定項目の信頼性と収束妥当性の検証結果（調査)







ンプリング適切性，および EFA の妥当性の確認のため Kaiser-Meyer-Olkin（KMO）測度と Bar-
tlett 球面性検定を行った。KMO 値は0.80を上回り，Bartlett 球面性検定の有意確率は0.001以下で
ありどちらも適正であった。EFA の結果は，固有値 1 以上の基準において，項目設計どおりに，
「アブソープション」，「アイデンティフィケーション」，「アテンション」，「エンスージアズム」の
各項目を中心に 4 因子に分かれた。例外として「エンスージアズム」の 1 項目（ENS4）が，「ア
イデンティフィケーション」の因子群に組み込まれた。そして，「エンスージアズム」の 2 項目の







信頼性を CR（Composite Reliability）が .70以上であること，収束妥当性を AVE（Average
Variance Extracted）が .50以上であることを基準（Hair et al. 2010）に検討したが，すべての構
成要素が基準を満たしており，信頼性と収束妥当性が確認された（表 3）。
最後に，弁別妥当性については，因子間の相関係数と AVE の平方根を比較して AVE の方が大
項目 因子負荷呈 信頼性(a) CR AVE 




アイデンティフィ IDF1 991 857 844 . 651 
ケーション IDF3 733 
IDF2 659 







きいことを条件とした（Hair et al. 2010）。結果は，すべての項目の AVE の平方根が各因子間相
関係数を上回り弁別妥当性が保たれていることが確認できた（表 4）。したがって，以上の分析結





調査 2 の調査項目は，調査 1 で検証したものを使用した。顧客エンゲージメントの構成要素
は，事前テストで検証した項目を選び，合計13項目を設定した。また，「心理的オーナーシップ」
についても，調査 1 で検証した 4 項目を使用した。「関与」については，Mittal（1995）の MPII
（Personal Involvement Inventory）の 4 項目を設定し，「ロイヤルティ」については，調査 1 と同
様の 3 項目を設定した。また，新たに追加する「顧客資源」については，オペラント資源の一つ





調査 2 は，調査 1 で検証した調査項目を使用して，顧客エンゲージメントの構成要素の再検証
と関係概念を特定することを目的に実施した。データの収集は，2018年 2 月16日から 3 月18日
に，外食ブランド企業 S の協力を得て，東京都内の店舗を利用した顧客を対象に，オンライン質
問票により行った。調査実施にあたっては，マクロミル社が提供する WEB アンケートシステム
アブソー アイデン エンスー 心理的
関与 ロイヤテルィプション ティフィ ジアズムオーナー
ケー ション シップ
アブソープション .773 
アイデンティフィ 603 .812 ケーション
エンスージアズム 517 493 .719 
心理的プオーナー
シッ 339 283 279 .781 
関与 423 351 410 427 .721 








先行研究（So et al. 2014，2016）に倣い，調査票では，「ロイヤルティ」，「コミットメント」




構成概念の妥当性については，先行研究（So et al. 2014，2016久保田 2012）の手順を参考
として確認を行った。統計ソフトは，IBM 社の SPSS ver. 25を使用した。最初に，記述統計によ
り，各項目の平均値に標準偏差を加えた値が 7 を超えないか（天井効果），平均値から標準偏差を






































































































































因子付加量が .50を下回っていたため，因子負荷量の低いこれら 2 項目を除き，再度，最尤法によ
る因子分析を行った。結果は，第 4 因子の因子負荷量すべてが .20以下になる結果を示し，4 因子
ではなく 3 因子構造が望ましいことを示した。そのため，3 因子での因子分析を実施し，.50をカ
ットオフ値として因子付加量の低い項目を除いた結果，「アテンション」3 項目と「アブソープシ
ョン」1 項目で構成させる第 1 因子，「エンスージアズム」3 項目の第 2 因子，「アイデンティフィ
ケーション」2 項目の第 3 因子で構成される 3 因子構造が有意に適合した。当 3 因子の抽出後の負
荷量平方和の累積は，79.64であった。したがって，3 因子構造がより高い説明力と適合度を示
した。当 3 因子の顧客エンゲージメントの各構成要素について，信頼性を CR（Composite Relia-
bility）が .70以上であること，収束妥当性を AVE（Average Variance Extracted）が .50以上であ
ることを基準（Hair et al. 2010）に検討したが，すべての構成要素が基準を満たしており，信頼
性と収束妥当性が確認された（表 7）。




アイデンティフィ 621 .902 ケーション
エンスージアズム 709 601 .873 
顧客知雄 667 783 600 .898 
心シ理ッ的ブオーナー 719 654 570 703 794 
関与 586 512 618 574 560 .923 
ロイヤルティ 467 387 472 386 380 567 .797 
――
表．測定項目の信頼性と収束妥当性の検証結果（調査)
※CRComposite Reliability, AVE: Average Variance Extracted
（出所筆者作成）
図．資源顧客エンゲージメント・モデルの分析結果
x2＝279.723（df＝162, P＝.000), GFI＝.868, AGFI＝.777,




資源顧客エンゲージメント・モデルの検証として，IBM 社の SPSS AMOS ver. 25を使用して
共分散構造分析を行った。最初に，因子分析の結果に従い，顧客エンゲージメントを 3 因子構造
とし，図 2 で提案した資源顧客エンゲージメント・モデルを推定したが，適合度指標が推奨を充
たさない結果を示した（適合度指標x2＝374.931 (df＝196, P＝.000) , GFI (Goodness of Fit In-
dex)＝.801, AGFI (Adjusted Goodness of Fit Index)＝.743, CFI (Comparative Fit Index)＝.928,
RMSEA (Root Mean Square Error of Approximation)＝.087）。そこで，測定した構成概念の関係
性について，これまでの研究から得た洞察から幾つかのパスを追加し修正を試みた。その結果，
「関与」と「心理的オーナーシップ」を媒介要因とし，「顧客知識」と顧客エンゲージメントが交互
に直接影響を与える 3 因子モデルが最適な結果を示した（適合度指標x2＝279.723 (df＝162, P
項目 因子負荷量 CR AVE 
エンスージアズム ENS2 983 905 . 762 
ENS1 857 
ENS3 764 
アイデンティ IDF2 . 924 . 897 . 813 
フイケーション IDF1 878 
アブソープション ABS3 809 767 . 526 
ABS2 744 
ABS1 609 
R2 = .33 
――













よび説明力がより高く，調査 1 と調査 2 の両方の分析結果が 3 因子構造を支持するものであっ
た。ただし，因子分析の結果，調査 1 と調査 2 では，各因子を構成する項目に差異がある結果と
なった。具体的には，抽出された第 1 因子が調査 1 では，「アブソープション」であり，調査 2 で
は，「エンスージアズム」であった。また，「アブソープション」因子については，調査 1 が 4 項
目，調査 2 が 3 項目であり，「アイデンティフィケーション」因子については，調査 1 が 3 項目，
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